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論　　説

　抄　録　実施可能要件とサポート要件との関係については，両者を峻別する説と両者の目的は同一
であって表裏の関係にあるとする説があり，後者には，両者は同一の要件であって互換性があるとい
う説も有力に唱えられている。しかし，両者の一方のみを充足しない例も存在する。例えば，物理学
上は動作が理解できるデバイスの発明であっても，それを実現するための技術が知られていない場合
には，サポート要件には適合するものの，実施可能要件には適合しない。その一方，クレームが明細
書における課題解決手段を的確に反映していない場合には，実施可能要件には適合するものの，サポ
ート要件には適合しない。
　実施可能要件及びサポート要件は，特許請求の範囲と発明の詳細な説明との関係を判断の対象とす
る点で共通し，その判断には重なり合う部分が多い。しかし，一方のみを満たす例が存在することが
示すとおり，両者にはそれぞれ独立した意義があり，併存する意味がある。両要件が重なり合う場合
については，類型ごとに，何れの要件が優先するのかという点が実務上安定して運用されることが重
要と考える。
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1 ．	はじめに

特許法36条４項１号（実施可能要件）及び同
法36条６項１号（サポート要件）は，規定の具
体的な書きぶりについては変遷があるものの，
現行法の制定時から存在している要件である。
現在，２つの要件は，別の基準によって判断さ
れている。そして，最近では，両者を峻別して
判断する裁判例も現れている。もっとも，実施
可能要件及びサポート要件の両方について審理
し，同様の理由により同じ結論に至る事例も多
い。そこで，従前より，両者の目的は同一であ
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実施可能要件とサポート要件とが別個の要件
として存在する意義

「課題」
　5．2   実施可能要件には適合するがサポート要

件には適合しない例
6． おわりに
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って表裏の関係にあるとする見解の方が有力で
あり１），さらには，両者は開示要件という同一
の要件であって互換性があるという見解も現れ
ている２）。
しかし，実施可能要件とサポート要件の何れ

か一方のみに違反するという類型も存在する。
例えば，物理学上は動作が理解できるデバイス
の発明であっても，それを実現するための材料
やパーツが知られていない場合には，サポート
要件には適合するものの，実施可能要件には適
合しない。その一方，クレームが明細書におけ
る課題解決手段を的確に反映していない場合に
は，実施可能要件には適合するものの，サポー
ト要件には適合しない。パラメータ発明では，
このような事態が生じることが多い。
従前，実施可能要件及びサポート要件の両方

が審理され，同じ理由で同じ結論に至った事例
の大半は，用途発明及び新規物質に関するもの
である３）。しかし，これらの類型では，その特
有の事情により，実施可能要件及びサポート要
件の判断が合致しているにすぎない。
実施可能要件の判断とサポート要件の判断と

は，重なり合う部分が多いものの，両者が同一
の要件に収束するわけではない。両者にはそれ
ぞれ独立した意義があり，併存する意味がある
と考える。

2 ．	‌�実施可能要件及びサポート要件の
判断基準及びその変遷

2．1　実施可能要件

特許法36条４項１号は，発明の詳細な説明の
記載について，「経済産業省令で定めるところ
により，発明の属する技術の分野における通常
の知識を有する者がその実施をすることができ
る程度に明確かつ十分に記載したものであるこ
と」を求める（実施可能要件）。その根拠として，
特許制度は発明の公開の代償として独占排他権

を付与するものであるという点が挙げられる。
発明の詳細な説明において，当業者が容易にそ
の実施をすることができる程度に発明の構成等
が記載されていない場合には，発明が公開され
ていないことに帰し，独占排他権を付与する前
提を欠く４）。
発明の実施とは，物の発明については生産及

び使用等をする行為であり，方法の発明につい
ては方法を使用する行為を指す（特許法３条各
号）。したがって，実施可能要件は，物の発明
については，その物を製造し，使用することが
できるように記載されているか否か，方法の発
明については，その方法を使用することができ
るように記載されているか否かという基準で判
断される５）。
実施可能要件は，その文言に若干の変更はあ

るものの，現行法の制定時から存在しており，
実質的な判断の対象となっている。

2．2　サポート要件

（1）現在の判断基準
特許法36条６項１号は，特許請求の範囲につ

いて，「特許を受けようとする発明が発明の詳
細な説明に記載したものであること」を求める
（サポート要件）。その根拠は，実施可能要件と
同様，発明の公開の代償としての独占排他権の
付与という点にある。発明の詳細な説明に公開
されていない発明について，権利を付与するこ
とはできない。そして，明細書は，技術内容を
一般に開示するとともに，特許権として成立し
た後にその効力の及ぶ範囲を明らかにするとい
う役割を有するものであるから，明細書の詳細
な説明には，発明の課題が解決できることを認
識できるように記載しなければならない。
サポート要件の判断基準としては，多くの事

案において，知財高裁「偏光フィルム事件大合
議判決」６）の『特許請求の範囲の記載と発明の
詳細な説明の記載とを対比し，特許請求の範囲
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に記載された発明が，発明の詳細な説明に記載
された発明で，発明の詳細な説明の記載により
当業者が当該発明の課題を解決できると認識で
きる範囲のものであるか否か，また，その記載
や示唆がなくとも当業者が出願時の技術常識に
照らし当該発明の課題を解決できると認識でき
る範囲のものであるか否かを検討して判断すべ
き』との基準が用いられている７）。

（2）‌�平成15年の審査基準改定によるサポー
ト要件の実質化

サポート要件を規定する条文も，現行法の制
定時から存在している８）。しかし，平成15年の
審査基準改定まで，サポート要件の判断は形式
的に行われており，クレームと発明の詳細な説
明との表現上の対応関係を評価の対象としてい
た。つまり，サポート要件が特許庁での実質的
な審理判断の対象となったのは，平成15年の審
査基準改定の後である。そして，偏光フィルム
事件大合議判決を経て，サポート要件は「創設
的な再生」が図られたとも評価されている９）。
しかし，平成15年の審査基準改定前には，サ
ポート要件についての実質的な審理判断がなく
ても，実務の運用が可能であったのであれば，
サポート要件には独自の役割があるのかという
疑問が生じる10）。
平成15年の審査基準改定前の特許庁の運用で
は，実施可能要件に関し，実施可能となる開示
の範囲がクレーム全体に及ぶか否かを判断する
ことを介して，サポート要件が実質的に担保さ
れてきたと指摘されている11）。それに加え，ク
レームがサポート要件に適合しない場合には，
クレームがありきたりの構成を包含し，進歩性
を欠くことも多い。その場合には，サポート要
件ではなく，進歩性の枠組みで特許性を判断で
きる。
そこで，他の特許要件に対するサポート要件
の位置づけ，とりわけ，実施可能要件とサポー

ト要件について，様々な議論が行われている。

3 ．	‌�実施可能要件及びサポート要件の
交錯

実施可能要件とサポート要件とが別の条項に
記載された異なる要件であることを重視する場
合には，両者は重複することなく峻別するべき
である。
その一方，両者は，いずれも，発明の公開の

代償として独占排他権を付与するという制度趣
旨に基づくものであり，適用の対象が発明の詳
細な説明かクレームかという点で相違すると理
解する場合には，両者は裏表の関係にある。も
っとも，両者には相当に重複する領域があると
しても，両者はそれぞれ独自の意義を有すると
する立場もある一方12），両者は互換性のある同
一の要件と理解する立場もある13）。

3．1　‌�実施可能要件とサポート要件を峻別
する見解

知財高裁「フリバンセリン事件判決」14）は，
実施可能要件とサポート要件を峻別する立場に
立つ。
この事案は，医薬用途発明の拒絶審決に対す

る審決取消訴訟である。当初明細書には，本願
発明が特定の治療用途に利用できることを示す
薬理データ等が記載されていなかった。審決は，
薬理データ等が欠けていることをとらえ，審査
基準に沿ってサポート要件違反との結論を下し
た。
それに対し，フリバンセリン事件判決では，

『法36条６項１号の規定の解釈に当たり，「発明
の詳細な説明において開示された技術的事項と
対比して広すぎる独占権の付与を排除する」と
いう同号の趣旨から離れて，法36条４項１号の
要件適合性を判断するのと全く同様の手法によ
って解釈，判断することは，同一事項を二重に
判断することになりかねない。（下線は筆者が
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付した。以下，同じ。）』と判示した。さらに，
サポート要件適合性の判断にあたって，『「発明
の詳細な説明」の記載内容に関する解釈の手法
は，同規定の趣旨に照らして，「特許請求の範囲」
が「発明の詳細な説明」に記載された技術的事
項の範囲のものであるか否かを判断するのに，
必要かつ合目的的な解釈手法によるべきであっ
て，特段の事情のない限りは，「発明の詳細な
説明」において実施例等で記載・開示された技
術的事項を形式的に理解することで足りるとい
うべきである。』と判示した。フリバンセリン
事件判決は，審決の判断が『法36条４項１号の
要件充足性を判断する前提との関係では，同号
の趣旨に照らし，妥当する場合があることは否
定できない。』としつつ，結論として，サポー
ト要件に基づく審決の判断は違法であると判断
した15）。
フリバンセリン事件判決と同様に，当初明細

書に医薬用途発明の薬理データ等が欠けている
ことが問題となった事案として，知財高裁「血
管内皮増殖因子拮抗剤事件」16）が挙げられる。
ただし，当該判決で問題となった審決は，サポ
ート要件に加え実施可能要件にも適合しないと
判断していたところ，当該判決では，サポート
要件については判断せず，審決のうち実施可能
要件違反の判断を支持して請求を棄却した。
これら２つの判決は，医薬用途発明での当初

明細書における薬理データ等の欠如という事案
に関し，サポート要件ではなく実施可能要件で
の判断を指向したものといえる。

3．2　‌�実施可能要件とサポート要件との互
換性

実施可能要件とサポート要件の判断が重複す
ることを是認する立場でも，フリバンセリン事
件判決のうち，実施可能要件とサポート要件と
が独自の判断基準によって判断されるべきとい
う点は，支持し得る17）。その場合，両要件を独

自に判断した結果，両者の判断プロセス及び結
論が合致することがあるということにすぎない。
その一方，発明の実施行為としての「使用」

について，課題を解決するような使用と解する
場合には，サポート要件は実施可能要件に吸収
される18）。そして，物が生産又は使用できない
ために当業者は課題を解決できると理解できな
いと解する場合には，実施可能要件はサポート
要件に吸収される19）。その結果，両者は同一の
要件であり，互換的ということになる。

4 ．	実施可能要件の役割

4．1　‌�クレームによって特定される「物」
及び「方法」の実施

実施可能要件は，発明の詳細な説明において，
物を製造し，使用することができるように記載
されているか否か，方法を使用することができ
るように記載されているか否かという基準で判
断される。この「物」及び「方法」とは，クレ
ームによって特定される「物」及び「方法」で
ある。したがって，クレームにおいて，課題，
目的及び作用効果が発明の特定に用いられてい
る場合には，実施可能要件において，その課題，
目的及び作用効果も判断されるべきである。そ
の一方，クレームに含まれていない課題，目的
及び作用効果は，実施可能要件で判断の対象と
すべきではない。
従前の事例について，実施可能要件における

使用とは，作用効果が奏されるような使用とい
う趣旨で用いられていると整理し，サポート要
件と実施可能要件とは互換的であるとする見解
もある20）。しかし，クレームにおいて発明の特
定に用いられていない作用効果を実施可能要件
の判断対象とすることは，36条４項１号で要請
されているわけではないと考える。裁判例には，
実施可能要件の判断において作用効果が考慮さ
れたものも存在するが，それらの事例では，ク
レームに沿って実施可能要件を判断したものと
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理解される（詳細について後述の4．2節）。

4．2　‌�実施可能要件で課題，目的及び作用
効果が判断される類型

（1）‌�クレーム中の課題，目的及び作用効果の
記載

課題，目的及び作用効果が構成要件となる類
型としては，
（ⅰ）  物又は方法の一般的な名称に，目的や作

用効果に関する評価的な文言が含まれて
いる場合（例えば，半導体「発光」素子），

（ⅱ）  クレームされた発明を従来技術と対比し
た場合の課題がそのまま構成要件として
表記されている場合（例えば，機能的ク
レーム，達成すべき数値で特定されたク
レーム及び用途発明）

が挙げられる21）。
（ⅰ）とは異なり，（ⅲ）物を目的や作用効果に
関する評価的な文言なしに特定できる場合（典
型的な例が，新規物質又は組成物である。）には，
クレームのみでは物の「使用」が想起できない
ため，産業上の利用可能性として，何らかの目
的又は作用効果が求められる。その結果，クレ
ーム中に作用効果が含まれていなくても，例外
的に作用効果が判断の対象となると解される。

（2）物又は方法の一般的な名称
前記（ⅰ）物又は方法の一般的な名称に，目
的や作用効果に関する評価的な文言が含まれて
いる場合について検討する。
１）クレームのプリアンブルとして使用され
る物や方法の一般名称には，しばしば，目的や
作用効果に関する文言が含まれている22）。例え
ば，半導体発光素子の発明において，クレーム
が発光という目的又は作用効果を実現しない構
成も包含しているのであれば，発明にかかる物
を半導体発光素子として使用することはできな
い。物質Ａの製造方法の発明において，収率が

測定限界レベルにとどまっているのであれば，
製造方法として使用することはできない。
構成要件としての物や方法の一般的な名称が

有する目的又は作用効果は，物や方法の特定に
用いられているのだから，実施可能要件におい
て判断されるべきである。そのような目的又は
作用効果は，物又は方法をどのように使用すべ
きかを示すものである。
しかし，一般的な名称中に含まれる目的又は

作用効果は，先行技術と対比して導かれる課題
とは異なる。当該発明が提供する課題解決手段
は，より具体的な構成である23）。したがって，
この（ⅰ）の類型で判断される目的又は作用効果
は，サポート要件の判断対象とは重ならない。
もっとも，物や方法が一般的な目的として使

用できるか否かは，従来技術での具体的な課題
を解決できるか否か以前の先決問題と考える。
発明にかかる物及び方法が一般的な目的ですら
使用できない場合には，従来技術との対比によ
って導かれる具体的課題も解決できない。その
結果，物又は方法が使用できないという理由に
よって実施可能要件が否定される場合には，サ
ポート要件も否定される。
その一方，物が製造できるか否かは，サポー

ト要件適合性とは関連していない。したがって，
発明の詳細な説明が実施可能要件に適合してい
なくても，特許請求の範囲はサポート要件に適
合するという事例も生じ得る（詳細について，
５章）。
２）この（ⅰ）の類型の事例として，知財高裁

「非常に大規模な固定化ペプチドの合成事件」24）

が挙げられる。
この事案で問題となった発明は，「オリゴヌ

クレオチド，核酸，ペプチド及びポリペプチド
からなる群より選択される成分を解析する装
置」に関し，「オリゴヌクレオチド又は核酸を
解析する装置」を包含する。しかし，発明の詳
細の説明には「オリゴヌクレオチド又は核酸を
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解析する装置」の具体例が記載されていなかっ
た。したがって，発明にかかる物を「解析する
装置」として使用できるか否か，明確ではなか
ったといえる25）。

（3）‌�課題が構成要件として表記されている場
合

前記（ⅱ）クレームされた発明を従来技術と対
比した場合の課題がそのまま構成要件として表
記されている場合について検討する。
１）機能的クレーム
機能的クレームには，従来技術における解決

課題を抽象的な文言として発明の構成要件にし
ているものがある。例えば，東京地裁「アイス
クリーム充填苺事件」26）にて対象となった特許
では，「芯のくり抜かれた新鮮な苺の中にアイ
スクリームが充填され，全体が冷凍されている
アイスクリームであって，該アイスクリームは，
外側の苺が解凍された時点で，柔軟性を有し且
つクリームが流れ出ない程度の形態保持性を有
していることを特徴とするアイスクリーム」と
いうクレームにおいて，発明の目的がそのまま
「外側の苺が解凍された時点で，柔軟性を有し
且つクリームが流れ出ない程度の形態保持性を
有している」という機能として構成要件にされ
ている。
記載要件の判断にあたっての本願発明の要旨

は，このような機能及び特性を有している物全
てに及ぶ27）。実施可能要件は，そのような物全
てを実施できるのか（とりわけ，製造できるの
か）という観点から判断される。
上記の機能的クレームでは，クレームの記載

が，課題を解決できる構成で課題を解決すると
いうトートロジーとなっている。したがって，
サポート要件の判断にあたり，クレームの文言
による形式的な判断では足りず，クレームの機
能及び特性を有している物全てについて，発明
の詳細な説明の具体例から当業者が認識できる

かが問われるべきである。その結果，サポート
要件の判断は，実施可能要件の判断と合致する。
課題は，達成すべき数値目標（例えば，一定

値以上のエネルギー変換効率や記録密度）など
具体的な形式で記載されることもある。その場
合にも，実施可能要件では，その数値目標を達
成する物全てを実施できるのかが問われ，サポ
ート要件では，その数値目標を達成する物全て
が裏付けられているかが問われる。その結果，
両者の判断が合致する。
２）用途発明
用途発明は，既知の物質又は組成物について

未知の属性を発見し，その属性により，当該物
質又は組成物が新たな用途への使用に適するこ
とを見出したことに基づく発明である。従来技
術との相違点は，クレームされた用途にある。
解決課題は，公知物質又は組成物を当該用途に
提供することにある。
したがって，クレームされた用途に使用でき

るのかという観点からの実施可能要件の判断
と，課題を解決できるかというサポート要件の
判断とが合致する。
３）従前の事例
（ⅱ）の類型の例として，以下の裁判例が挙
げられる。これらのうち，タキキニン拮抗体の
医学的新規用途事件及び人体化抗体事件では，
実施可能要件とサポート要件の判断が重なって
いる。
・タキキニン拮抗体の医学的新規用途事件28）

この事案で問題となった発明は，嘔吐治療剤
という用途発明に関する。判決では，発明の詳
細な説明に嘔吐治療剤として有効であることを
裏付ける記載がないという理由により，実施可
能要件及びサポート要件の何れも否定されてい
る。
・人体化抗体事件29）

この事案で問題となった発明は，ヒト化抗体
のうち，CDRの移植による再構成化のタイプ
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に関する。一般に，抗体は，可変領域と定常領
域で構成され，可変領域は，さらに相補性決定
領域（CDR）とフレームワーク領域（FR）に
分けられる。CDRは，抗原と直接接触する領
域であり，抗体による差異が特に大きい。CDR
の移植による再構成化では，ヒト由来の抗体（ア
クセプター）のうちCDRの位置に動物由来の
抗体（ドナー）の該当箇所を移植する。さらに，
活性を改善するため，FRの一部についてもド
ナーのアミノ酸残基に置換することが提案され
た。
クレームでは，『「予め決められた抗原に対し
て親和性を有する」抗体分子』という機能的な
特定がなされている。より具体的な手段として，
「該複合重鎖において，Kabatの番号付け系に
よる位置23，24，31～35，49，50～65，71，
73，78及び95～102のアミノ酸残基は少なくと
もドナー残基である」と規定された。これらの
アミノ酸配列のうち，位置31～35，50～65及び
95～102は，CDRに該当する。残りの６つの位
置（23，24，49，71，73及び78）が，FR内に
ある。つまり，CDRに加え，FR中のこれら６
つの位置についても，アクセプター残基に代え
てドナー残基とすることが規定されていた。
しかし，実施例では，これら６つの位置以外
にも，アクセプター残基に代えてドナー残基と
された位置が存在した。しかも，その中には，
抗原との親和性に影響を及ぼすものもあった。
そのため，クレームに記載の位置をドナー残基
とすることにより「予め決められた抗原に対し
て親和性を有する」という機能が発揮されるの
か，明細書からは不明確であった。判決では，
明細書に親和性を奏することが裏付けられてい
ないことを理由に，実施可能要件及びサポート
要件の何れも否定されている。
・高輝度長残光蓄光材料事件30）

この事案で問題となった発明は，特定の組成
の酸化物を焼成して得られた焼成体からなる

「高輝度長残光性蓄光材料」に関する。つまり，
焼成体の用途が「高輝度長残光性蓄光材料」に
特定されている。
審決では，原料組成のうち実施例のない組成

について，実施例と同様の残光性蓄光材料とし
ての効果を奏することの説明がないことを理由
として，実施可能要件に適合しないと判断され，
判決でも，その結論が支持された。
・非常に大規模な固定化ペプチドの合成事件31）

前述のとおり，この事案で問題となった発明
は，「オリゴヌクレオチド，核酸，ペプチド及
びポリペプチドからなる群より選択される成分
を解析する装置」に関し，この装置は，「１cm2

までの位置決定された領域内に少なくとも103

の異なる成分を有する表面を有する基板を備
え」る。
この装置では，リガンドと受容体との結合反
応を利用して解析を行うものであり，基板表面
に固定される成分が，解析対象の成分に対し，
リガンド－受容体の結合反応によって結合する
ことを利用している。したがって，基板の単位
面積あたりの成分が増えるほど（つまり，基板
表面の成分の密度が高くなるほど），解析でき
る成分の数も増加する。「１cm2までの位置決定
された領域内に少なくとも103の異なる成分を
有する表面を有する基板を備え」とは，基板表
面の成分密度の達成目標を103（成分）／cm2と
いう数値で表したものである。
発明の詳細な説明には，「ペプチド又はポリ

ペプチドを解析する装置」について，低密度で
の解析の例は記載されているものの，構成要件
で規定した高密度での解析については記載され
ていなかった。判決では，「ペプチド又はポリ
ペプチドを解析する装置」に関し，高密度での
解析について実施可能要件を充たしていないと
判断された。
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（4）新規物質及び組成物
前記（ⅲ）物を目的や作用効果に関する評価

的な文言なしに特定できる場合に関し，その典
型的な例として，新規物質又は組成物について
検討する。
新規物質は，目的や作用効果に触れることな

く，化学構造によって物を特定することができ
る。新規組成物も，成分の割合によって特定す
ることができる。したがって，構成要件には，
目的や作用効果は含まれていない。
しかし，産業上の利用可能性という観点から，

発明の詳細な説明中に何らかの使用目的ないし
作用効果の説明が必要である。そのような説明
がなければ，実施可能要件において，物をどの
ように使用するのか，理解することができない。
したがって，目的や作用効果とは無関係に発明
が特定される場合には，産業上の利用可能性で
の使用目的ないし作用効果を考慮せざるを得な
い。
さらに，新規物質及び組成物の発明では，新

規物質及び組成物を生産すること及び使用する
こと自体が課題であるのだから（より具体的な
課題が存在するのであれば，用途発明となる。），
サポート要件の判断と実施可能要件の判断とが
合致する。
新規物質及び組成物の発明については，実施

可能要件とサポート要件とを同様の理由によっ
て否定した裁判例がある（体重のモジュレータ
ー事件32），インスリン様成長因子結合蛋白複合
体の酸不安定サブユニット事件33）及びフルオロ
エーテル組成物及び，ルイス酸の存在下におけ
るその組成物の分解抑制法事件34））。その中に
は，実施可能要件とサポート要件とを「いわば
表裏一体の問題」と表現したものも存在する
35）。新規物質及び組成物の発明については，上
記事情により，「表裏一体」という表現がよく
当てはまる。しかし，他の事例にも必ずしも一
般化できるわけではない。

4．3　‌�実施可能要件の判断とサポート要件
の判断との重なり合い

前述のとおり，（ⅱ）課題がそのまま構成要
件とされている類型及び（ⅲ）新規物質ないし
組成物の類型では，実施可能要件の判断とサポ
ート要件の判断とが合致する。
それ以外にも，両者の判断が合致する場合が

ある。その例は，クレームのうち課題解決手段
である構成が，実施例なしに理論のみでは理解
することができず，実施例が欠如しているため
に帰納的にも理解できないという場合である。
像処理装置事件36）は，このタイプであったと

解される。この事案の発明では，視覚像を再現
するにあたり，記録の際に実際に使用された照
明の強さ及び方向とは異なる仮想的な照明条件
で像を再現することを課題としており，その解
決手段として，クレームの「前記フレームの記
録と同期する前記光源の位置と前記再現像のた
めの前記光源の所望の位置との関係に対して付
けられる重み係数」が使用されていた。しかし，
発明の詳細な説明には，「重み係数」をどのよ
うに求めるのかについて，当業者が実施できる
程度までには記載されていなかった。その結果，
実施可能要件及びサポート要件適合性ともに否
定された。
以上のとおり，実施可能要件の判断とサポー

ト要件の判断とが重なる事例も存在する。しか
し，実施可能要件の判断とサポート要件の判断
とが常に重なるわけではない（後述の4．4節及
び5．2節）。

4．4　‌�サポート要件には適合するが実施可
能要件には適合しない例

（1）‌�アイデアが科学的に裏付けられている場
合

人口超格子を作成するための分子線エピタキ
シ ー 法（MBE） や 有 機 金 属 気 相 成 長 法
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（MOCVD）など各種成膜技術が確立していな
い時期に，人工的に作成された２次元電子状態
に基づくデバイス（例えば，半導体レーザや巨
大磁気抵抗（GMR）ヘッド）を着想したと仮
定する。これらのデバイスの動作は，固体物理
学上，理論的に理解することができる。したが
って，発明の詳細な説明に適切な記載がなされ
るのであれば，当該デバイスの動作という課題
が解決できることは，当業者が認識できる。し
たがって，上記デバイスを記載した特許請求の
範囲は，サポート要件に適合する。
このような業績は，学術的には高く評価され
るべきであり，進歩性は肯定されるべきである。
しかし，産業政策上保護すべきであるか否かと
いう観点からは，現実にその物を製造できるか
という点が問われる。そして，現実に物を製造
する技術が手に入らないのだから，発明の詳細
な説明は実施可能要件に適合しない。
走査トンネル顕微鏡によって原子像レベルの
解像度での観察が実現する前に，トンネル電流
を利用して固体表面の凹凸を観察するというア
イデアを着想した場合も同様である。プローブ
を走査しながらトンネル電流を測定することに
より，電子密度の等高線が得られることは，量
子力学から理解できる。しかし，プローブの作
成方法及び走査方法が現実のものとなっていな
ければ，発明の詳細な説明は実施可能要件に適
合しない。
別の例として，イオン伝導性材料の構造を解
析し，イオンの移動経路の構造の特定に成功し
たと仮定する。伝導性を高めるためには，イオ
ンの移動経路が確保できるような配向で結晶を
成長させればよい。そこで，特定の配向性を有
するイオン伝導性材料により，伝導性を高める
という課題が解決できることは，当業者が認識
できる。しかし，現実にそのような高い配向性
の結晶を作成する技術が開発されていなけれ
ば，実施可能要件に適合しない。

（2）‌�ヒンダードフェノール性酸化防止剤組成
物事件37）

ヒンダードフェノール性酸化防止剤組成物事
件も，特許請求の範囲がサポート要件には適合
するものの発明の詳細な説明が実施可能要件に
適合しない事例の存在を示すものである。
この事案のクレームは，メチレン架橋化多環

フェノールを主成分とする酸化防止剤組成物に
関する。主成分であり酸化防止剤として作用す
るメチレン架橋化多環フェノールは，公知の物
質であった。クレームでは，組成物中に含まれ
る原料由来の不純物３種について，濃度の上限
を規定していた。つまり，不純物の濃度が一定
値以下に限定されていた。
発明の詳細な説明では，本願発明の目的は，

酸化安定性，油溶解性，揮発性及び生物蓄積性
の改良とされていた。しかし，発明の詳細な説
明では，クレームされた組成物を具体的に製造
した実施例は記載されておらず，酸化安定性，
油溶解性，揮発性及び生物蓄積性の評価結果も
記載されていなかった。審決では，①発明の詳
細な説明には，本願発明の組成物を製造して評
価し，課題を解決できることを確認した例がな
いこと，②当業者が技術常識に照らし上記課題
を解決できると認識できる根拠が見当たらない
ことを理由に，特許請求の範囲がサポート要件
に適合しないと判断した。
それに対し，判決は，サポート要件に関する

審決の判断には誤りがあると判示した。その理
由として，不純物が主成分（メチレン架橋化多
環フェノール）と比較して酸化安定性，油溶解
性及び揮発性の点で劣っているため，不純物濃
度を下げることにより，組成物全体としてはこ
れらの特性が改良され，当業者は課題を解決で
きると認識できることが挙げられている。
被告は，サポート要件違反の根拠として，本

願発明の組成物を具体的に製造し確認した例が
記載されていないことも主張した。しかし，判

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 63　No. 3　2013320

決では，『発明の詳細な説明の記載と出願時の
技術常識から本願発明に係る組成物を製造する
ことはできないというのであれば，これは特許
法36条４項１号（実施可能要件）の問題として
扱うべきものである』と判示した。
当業者が，出願当時の技術常識に照らし，不

純物濃度をクレームの上限値以下に下げること
ができないのであれば，発明の詳細な説明は，
実施可能要件に適合しない。その場合には，特
許請求の範囲はサポート要件に適合するが，発
明の詳細な説明は実施可能要件に適合しないと
いう結果が生じる。
（3）小　括
（1）及び（2）で述べたとおり，物が製造で
きることが担保されていなくても，当業者は課
題を解決できると認識できる場合がある。物が
製造できるか否かと課題を解決できると認識で
きるか否かとは，別の問題である。つまり，発
明の詳細な説明が実施可能要件に適合していな
くても，特許請求の範囲がサポート要件に適合
する場合がある。したがって，実施可能要件の
判断がサポート要件の判断に吸収されるわけで
はない。

5 ．	サポート要件の役割

5．1　‌�サポート要件での「課題」と進歩性
での「課題」

サポート要件は，特許請求の範囲に記載され
た発明が，発明の詳細な説明の記載及び技術常
識に照らし，当業者が当該発明の課題を解決で
きると認識できる範囲のものであるか否かとい
う基準で判断される。
発明の「課題」とは，従来技術との対比によ

って定まる。明細書には，発明者が認識した従
来技術との対比において課題が定められ，その
課題の解決について記載されている。新たな従
来技術が引用されることなく，サポート要件の
みが判断される場合には，発明の詳細な説明に

記載された課題に基づいた判断がなされる。
しかし，多くの場合，審査の過程において，

本願発明により近い従来技術が引用され，それ
に応じ，特許請求の範囲も補正される。その結
果，課題も明細書に記載されたものから変容し，
より具体的な課題又は別の課題となる。進歩性
の「課題」と同様，サポート要件の「課題」も，
本願発明と最近接従来技術との相違点から導か
れるとすると38），新たな「課題」の認定にあた
って明細書がどのような役割を果たすのかとい
う問題が生じる。とりわけ，明細書を離れて相
違点から自由に課題を再設定できるとすると，
明細書に担保されていない課題の解決手段とし
て発明の進歩性が肯定されかねない。
しかし，明細書に記載のない従来技術が発見

される場合であっても，明細書に裏付けのない
課題の再設定は許されるべきではない。そのよ
うな課題の下では，特許請求の範囲の記載はサ
ポート要件に適合しないというべきである。

5．2　‌�実施可能要件には適合するがサポー
ト要件には適合しない例

発明の詳細な説明に記載された課題解決手段
が特許請求の範囲に適切に反映されていない場
合には，発明の詳細な説明は実施可能要件に適
合するが特許請求の範囲はサポート要件に適合
しないという事態が生じる。
例えば，基板Ｓに表面層Ｌを成膜するにあた

り，両者の格子定数の差が大きいため直接には
成膜できないという課題が存在する場合に，両
者の間に中間の格子定数を有するバッファー層
Ｂを設け，成膜を可能にすることを見出し，発
明の詳細な説明にその旨記載されていたと仮定
する。それにもかかわらず，特許請求の範囲は，
単に基板Ｓ／バッファー層Ｂ／表面層Ｌの積層
体及びその方法が記載され，基板Ｓと表面層Ｌ
との格子定数の差が近くバッファー層なしに直
接に成膜できる条件にも及んでいたとする。そ
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の場合，クレームされた物及び方法は，製造し
使用することができる。しかし，特許請求の範
囲は，発明の詳細な説明に記載された課題とは
関係のない領域にも及んでいる。その結果，実
施可能要件には適合するが，サポート要件には
適合しない。
発明の詳細な説明における課題解決手段が特
許請求の範囲に適切に反映されていない場合に
は，特許請求の範囲は，新規性又は進歩性を欠
く領域に及ぶことが多い。その結果，特許性は，
サポート要件ではなく，新規性又は進歩性の枠
組みで処理することができる。しかし，発明者
が自ら創出した手法で発明を特定している場合
には，新規性及び進歩性の判断が困難である。
その典型的な例が，パラメータ発明である。発
明者が新たな技術変数を作り出し，それによっ
て発明を特定する場合には，従来技術ではその
技術変数がどのような値であったのかを明らか
にできないこともあり，クレームされた発明と
の対比が困難となる。そのような場合には，サ
ポート要件が重要である。

6 ．	おわりに

特許発明の技術的範囲は，特許請求の範囲の
記載に基づいて確定される。この制度の下，実
施可能要件及びサポート要件の何れも，共通の
目的として，特許請求の範囲が発明の詳細な説
明に見合ったものであることを求めており，特
許請求の範囲と発明の詳細な説明との関係を判
断の対象とする。そして，これら２つの要件の
判断は，重なり合うこともある。
しかし，両者は同一の要件ではなく，一方の
みについて適合性が否定される例も存在する。
各要件が重なることの無いよう厳格に分離す
ると，結果としてループホールを生じかねない。
各要件が一部で重複することは許容してループ
ホールの発生を防ぐ方が，上記目的を達成する
ためには適切である。そして，各要件が重なり

合う類型では，何れの要件が優先するのかとい
う点が実務上安定して運用されることが重要と
考える。
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